
令和 3 年度 社会福祉法人金光福祉会 社会福祉充実計画 

１．基本的事項 

 
法人名 社会福祉法人金光福祉会 法人番号 6070005004083 

法人代表者氏名 平泉 美春 

法人の主たる所在

地 
群馬県藤岡市藤岡 1618 番地 1 

連絡先 0274-25-8090 

地域住民その他の

関係者への意見聴

取年月日 

非該当 

公認会計士、税理

士等の意見聴取年

月日 

令和 3 年９月 17 日 

評議員会の承認年

月日 
令和３年 10 月 18 日 

会計年度別の社会

福祉充実残額の推

移 

（単位：千円） 

残額総額 

（令和 2 年

度末現在） 

１か年度

目 

（令和 3

年度末現

在） 

２か年度

目 

（令和年

度末現

在） 

３か年度

目 

（令和年

度末現

在） 

４か年度

目 

（令和年

度末現

在） 

５か年度

目 

（令和年

度末現

在） 

合計 

社会福祉充

実事業未充

当額 

65,140 

千円 

65,140 

千円 
 

  
  0 千円 

 うち社会福祉

充実事業費

（単位：千

円） 

 
▲65,140 

千円 
    

▲65,140 

千円 
 

本計画の対象期間 令和 3 年 8 月～令和 4 年 3 月 

 
 
 
 
 



２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整

備の有

無 

事業費 

１か年 

度目 

児童発達支援事

業所新築整備 

社会福祉

事業 
新規 

新たに児童発達支援事業所の設置経

営を開始するため、園舎を新築する。 
有 

194,58 

千円 

      

小計 
194,58 

千円 

２か年 

度目 

      

小計  

３か年 

度目 

      

小計  

４か年 

度目 

      

小計  

５か年 

度目 

      

小計  

合計 
194,58 

千円 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 

３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

 
検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事
業（小規模事業） 

ふじおか中央こども園に隣接して児童発達支援事業を開始することにより、社会福
祉事業の更なる充実を図ることができる。 

② 地域公益事業 ①の取組を実施する結果、社会福祉充実財産は生じないため、実施しない。 

③ ①及び②以外の公益事業 ①の取組を実施する結果、社会福祉充実財産は生じないため、実施しない。 

 
 
 



４．資金計画 

 
事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

児童発達

支援事業

所園舎新

築事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
194,580千円     194,580千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
65,140 千円      65,140 千円 

補助金       

借入金 100,000千円     100,000千円 

事業収益       

その他 29,440 千円     29,440 千円 

 
 

５．事業の詳細 

 
事業名 児童発達支援事業所園舎新築事業 

主な対象者 施設利用者 

想定される対象者数 20 人 

事業の実施地域 藤岡市 

事業の実施時期 令和 3 年 8 月～令和 4 年 3 月 

事業内容 

ふじおか中央こども園に隣接して、児童発達支援事業所用園舎新築。 

工期 令和 3 年 8 月～令和 4 年 2 月 

着工 令和 3 年 8 月予定  

竣工 令和 4 年 2 月中 

設備備品の整備等完了 令和４年３月 

児童発達支援事業所の開始 令和４年４月１日 

事業の実施スケジュール 

1 か年度

目 

現地調査、実施設計、工事業者決定、借入手続き、令和 3 年

8 月着工 令和４年２月園舎完成  

2 か年度

目 
 

3 か年度

目 
 



4 か年度

目 
 

5 か年度

目 
 

事業費積算 

（概算） 

設計監理料    14,080 千円 

園舎建築工事費 170,500 千円 

設備備品費    10,000 千円 

合計 194,580 千円（うち社会福祉充実残額充当額 65,140 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

  

※ 本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」

を作成すること。 

 

６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 

 
 

 

 

 

 


